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新型コロナウイルスに関する安倍首相の談話と 
主要新聞（読売、朝日）社説のフレーミング分析 
Framing Analysis of Statements by Prime Minister Shinzo Abe and 





 This paper analyzed the press conference by the prime minister Shinzo Abe and major 
newspaper editorials regarding COVID-19. For this purpose, I carried out a framing analysis 
of the items above.More specifically, I focused on defining conditions as problematic and 
identifying causes, conveying a moral judgment of those involved in the framed matter, 
endorsing remedies or improvements to the problematic situation, evaluating of infection 
status. As a result of the analysis, the Yomiuri and the Asahi Shimbun pointed out that the 
cause was China and mass infection, but there was no logical explanation. Moreover, both 
newspapers delivered an upbeat assessment of the virus infection, not to mention the 
objective facts such as total COVID-19 tests performed relative to population size and high 
positive rates. It suggests that Japanese journalism’s negative side, such as excessive 



































効果に関しては発表報道に近い状況であったことが確認できた（宮脇 2011: 55-71）。 
鳥インフルエンザに関する報道を分析した大坪などがあった（大坪 2006）。大坪は、2004
年 1 月から 4 月までの NHK などのテレビニュースに対して内容分析を行った。分析の結
果、報道において自国中心主義の側面があり、感染病リスクとしての重要性より日本との

















直接関連がない 3 月 22 日を除き、計 9 件を分析対象にした。新聞社説は、日本社会の保守
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際関連」、「その他」に分類した(6)。分析結果、第 1 に、「行政関連」（読売 52 件、朝日 40
件）が一番多く取り上げられた。この点から政府の動きについてメディアの関心が集中さ
れたことが確認できた。第 2 に、「医療関連」（読売 16 件、朝日 8 件）より「経済関連」（読
売 23 件、朝日 22 件）が多く取り上げられた。この点から、新型コロナは医療の問題であ
ったと同時に、経済的問題であったことが確認できた。 
区分 主な内容 
問題の定義 ・未知の問題 ・世界共通の敵 
問題の原因 ・海外からの流入 ・集団感染 















社会学研究科年報 2021 №28 









































2月 3月 4月 5月 6月 2月 3月 4月 5月 6月
読売新聞（N=125） 朝日新聞（N=94）
行政関連 医療関連 経済関連 教育関連 国際関連 その他
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ここでは新聞社説の分析結果を比較した。共通点として、第 1 に、2 紙共に新型コロナ
を未知の問題、世界的問題として定義し、問題の原因は中国と集団感染、国内対応にある
と指摘した。第 2 に、問題の解決方法として、PCR 検査の強化を求める点も共通的であっ
た。第 3 に、状況の評価についても類似性が確認できた。水際対策を巡っては微妙な温度
差が見られたが、国民の自発的努力で危機的な局面を脱出したとの評価は共通的であった。 
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区分 日本 韓国 台湾 タイ 
2 月 
（2/29） 
PCR 検査数 0.01 1.67 0.46 0.13 
陽性率 15.4% 3.9% 0.4% 0.1% 
3 月 
（3/31） 
PCR 検査数 0.25 7.68 1.37 0.91 
陽性率 8.7% 1.2% 1.8% 4.2% 
4 月 
（4/30） 
PCR 検査数 1.16 11.98 2.66 3.16 
陽性率 8.2% 0.2% 0.1% 0.2% 
5 月 
（5/31） 
PCR 検査数 2.13 17.31 3.04 6.39 
陽性率 1.4% 0.3% 0.1% 0.1% 
6 月 
（6/30） 
PCR 検査数 3.08 24.44 3.23 9.32 
陽性率 2.1% 0.4% 0.1% 0.1% 
－ 16 － 
7．考察 
 


























(1) 例えば、Bloomberg の「A coronavirus explosion was expected in Japan. Where is it?」（20/3/19）、TheNew 
York Times「Japan’s virus success has puzzled the wo rld. Is its luck running out?」（20/03/26）、MBC の
「日本の新型コロナ感染者数、実際は 10 倍以上」（20/4/27）、ハンギョレ新聞の「日本の新型コ
ロナ感染者数、本当の数字は誰も知らない」（20/5/12）などがあった。 
(2) 2020 年 6 月 30 日のデータを見ると、日本の 1,000 人単位の PCR 検査数は 3.08 人、米国 112.33
人、カナダ 73.4 人、英国 87.24 人、韓国 24.44 人、台湾 3.32 人、タイ 9.32 人などであった。そ
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(7) 例えば、朝日新聞の「全国で新たに 92 人が感染 東京では宣言解除後で最多」（6/28）によると、
感染経路不明の割合は約 5 割に達していた。 
(8) 例えば、緊急事態宣言前の 2/29 の日本の 1,000 人単位の PCR 検査数は 0.01 であったが、韓国は
167 倍、台湾は 46 倍、タイは 13 倍の検査が行われた。同日の日本の陽性率は韓国の 3.94 倍、台
湾の 38.5 倍、タイの 154 倍であった。緊急事態宣言解除後の 6/30 の日本の 1,000 人単位の PCR
検査数は 3.08 であったが、韓国は 7.92 倍、台湾は 1.05 倍、タイは 3.02 倍の検査が行われた。同
時の日本の陽性率は 2.1%であり、韓国の 5.25 倍、台湾の 21 倍、タイの 21 倍であった。日本の
場合、2 月から 6 月までの PCR 検査数が著しく増加したとは言えず、また陽性率も周辺国より
常に高い水準であった。PCR 検査が持つ重要性を考慮すると、国内の感染統計は過小評価され
ていたと解釈するのが妥当であった。 
(9) 表 4 は、「Our World in Data」のデータに基づいて作成した。周辺国を対象にしたのは、欧米の感
染者数はアジアより著しく高く、比較対象として設定するのは無理があったからであった。「Our 
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